
夢洲土地造成事業の全体リスク管理表

令和3年12月8日時点

令和3年度第1回（第8回）

大阪市大規模事業リスク管理会議

【別添参考資料】



第3回：国際観光拠点での事業収支とリスク整理

• 建設費増嵩リスク ・賃貸料減収リスク

第5回：IR事業用地を定借とした際に想定されるリスク整理

第7回：夢洲周辺インフラ整備に関するリスク整理
① 交通管理者等関係者との協議に伴う事業費増嵩リスク

② 工事進捗の遅れに伴う事業費増嵩リスク

③ 土壌汚染への対応に伴う事業費増嵩リスク

④ 工事における地中障害物に伴う事業費増嵩リスク

⑤ 社会情勢の変化による想定以上の物価・人件費高騰に伴う事業費増嵩リスク

第1回：当初のリスク整理
① 土地売却価格の下落

② 買い手（借り手）が現れないリスク

③ 急激な金利上昇に伴う支払利息の増加

④ 震災被害のリスク

⑤ 万博・IR誘致結果の事業計画への影響

第８回：夢洲土地関連費用等※に関するリスク整理

※費用負担の考え方の変更に伴うもの等
(今回)
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夢洲土地造成事業における想定リスク設定の変遷 説明資料P.4 再掲



令和3年12月8日時点
リスク
基準
(総合
評価)

対応策等 備考

高

土地価格が下落すれば、収入が減
少し、資金状況に与える影響度は
高い。 低

「夢洲まちづくり構想」の進展に伴
い、より高度な土地利用が見込める
ことから、現在の土地価格がさらに
下落する可能性は低い。

3

【軽減】
「夢洲まちづくり構想」を基に、夢洲の魅
力や将来性等を対外的にPRすることで土地
需要を高め、地価上昇へつなげていく。

（
第
1
回
）

前
回 中

想定より土地売却収入が得られな
いことにより、資金状況が悪化す
る。 低

今後、リーマンショック並みの不景
気となる可能性がある。

2

売却の進捗に応じてインフラ整備などの事
業を進めるなど、効率的な事業進捗に努め
る。

（
第
8
回
）

変
更 中

想定の土地売却（賃貸）収入が得
られないことにより、資金状況が
悪化 中

・新型コロナウイルス感染症の影響
という新たなリスクが発生しており
収束時期が不透明な状況 3

【軽減】
夢洲の国際観光拠点の形成とともに、夢洲
以外の埋立地においても土地売却等による
収入の確保に努めていく

低

急激な金利上昇が発生した場合、
企業債に対する支払利息が想定よ
り増加し、資金状況が悪化する。
（将来収支は年利2.9%を想定)

高

現在は一時的な低金利であるとの見
方が多いことから、将来的には金利
上昇となる可能性が高い。 3

今後実施する事業について、必要性や内容
を精査し、新たな借入れを抑制することで
企業債残高の低減に努める。

（
第
1
回
）

前
回 中

南海トラフ大地震等により震災被
害（津波・液状化）が発生し、土
地売却が進まない。

低

津波に対しては余裕高（約5ｍ）を確
保して造成するとともに、浚渫土砂
等の液状化しにくい土砂で埋め立て
ているため、被害が発生する可能性
は低い。

2

今後も津波高さに対して余裕高さを確保す
るとともに、液状化しにくい土砂で埋立を
実施していく。

（
第
8
回
）

変
更 低

・津波高さに対し用地の余裕高さ
を確保
・IR用地及び2期・3期用地の液状
化対策は想定済み
・以上から、今後の震災被害の影
響度は低い

低

・津波高さに対し用地の余裕高さを
確保
・IR用地及び2期・3期用地の液状化
対策は想定済み
・以上から、今後の震災被害の発生
確率は低い

1

【軽減】
液状化対策について、IR事業者等の施設計
画・施工計画等に基づき、対策の工法・範
囲等について検討・精査し、適切に対応す
ることにより、震災被害リスクの軽減に努
めていく

（
第
1
回
）

前
回 中

夢洲まちづくり構想が示されてい
るが、万博・ＩＲの誘致が未確定
なため事業計画が見通せない。 高

万博・ＩＲ誘致の結果によって、事
業計画の内容が変わる。

4

想定されるケースについて、収支計画のシ
ミュレーションを行い、土地造成や基盤整
備の進め方等、その対策を検討しておく。

（
第
8
回
）

変
更 低

・万博・IR誘致が進展しているた
め、今後、インフラ整備の事業計
画の大幅な変更要素はない
・IR及び2期・3期用地の液状化対
策・土壌汚染対策・地中障害物撤
去に関し、想定される市の最大限
の費用負担リスクを計上済み
・以上から、今後の追加の費用負
担の影響度は低い

低

・万博・IR誘致が進展しているた
め、今後、インフラ整備の事業計画
の大幅な変更可能性はない
・IR及び2期・3期用地の液状化対
策・土壌汚染対策・地中障害物撤去
に関し、想定される市の最大限の費
用負担リスクを計上済み
・以上から、今後の追加の費用負担
の発生確率は低い

1

【軽減】
・液状化対策、土壌汚染対策、地中障害物
撤去について、IR事業者等の施設計画・施
工計画等に基づき、対策の工法・範囲等に
ついて検討・精査し、費用負担の軽減に努
めていく。
・長期収支見込の作成によりリスクを定期
的に管理し、必要に応じて対策を講じてい
く

金額的影響度 発生確率

万博・ＩＲ誘致結果の
事業計画への影響

震災被害のリスク

第1回
〈H30.1〉

(1)

番号

第1回
〈H30.1〉

(2)

第1回
〈H30.1〉

(3)

急激な金利上昇に伴う支払利息
の増加

土地価格の下落

想定リスク

売却時点の景気動向や
経済情勢などの外的な
影響により、買い手
（借り手）が現れない
リスク

第1回
〈H30.1〉

(4)

第1回
〈H30.1〉

(5)

今回見直し

今回見直し

今回見直し

夢洲土地造成事業全体のリスク管理表 ：見直し前のリスク評価と対応策等
：見直し後のリスク評価と対応策等ゴシック体

（凡例）

1



令和3年12月8日時点
リスク
基準
(総合
評価)

対応策等 備考金額的影響度 発生確率番号 想定リスク

夢洲土地造成事業全体のリスク管理表 ：見直し前のリスク評価と対応策等
：見直し後のリスク評価と対応策等ゴシック体

（凡例）

・IR事業者負担金の一括収受
・賃貸料の前受収受等
・契約保証金の上積み
・事業者の親会社による連帯保証
・
（検討中）

第5回
〈R1.11〉

(1)

中

・IR事業者による賃料減額請求が
認められた場合、夢洲土地造成事
業の収支への影響は、一定程度あ
ると想定 低

・IR事業者は、RFP（事業者公募・選
定）の賃料条件のもと応募し、賃料
改定も行うため、賃料減額請求を受
ける可能性は低いと想定 2

【土地契約】
・RFPで提示する賃料は、不動産鑑定等に
よりRFP時点における適正な賃料を設定す
る予定
・区域整備計画の更新に合わせて５年毎の
改定（物価スライドにより算定）を設定す
る予定

第5回
〈R1.11〉

(2)

高

・IR事業者による賃料不払い等が
継続した場合、夢洲土地造成事業
の収支への影響度は高いと想定

低

・賃料が一定期間以上支払われな
かった場合は、延滞損害金の設定や
契約解除する規定を設ける予定であ
り、IR事業者が賃料不払いによる契
約解除リスクを選択する可能性は低
いと想定

3

【土地契約】
・延滞損害金を設定する予定
・契約解除要件として賃料支払期限後３ケ
月以内に支払わないときと設定する予定
・契約保証金（賃料６ケ月分を予定）から
充当できるように設定する予定
・連帯保証人（親会社を指定。連帯保証人
を設定しない場合は賃料５年分相当の保証
金の納付）を設定する予定
【実施協定】
・IR事業者の財務状況を定期的にモニタリ
ングすることにより、リスク発生の事前把
握と対策の検討を可能とする予定

第5回
〈R1.11〉

(3)

高

・IR事業者が、契約期間の早い段
階に撤退等に至った場合、夢洲土
地造成事業の収支への影響度は高
いと想定

低

・IR事業の確実な実施をはかるため
の仕組みを整えることにより、事業
者撤退等の事業中止リスクを軽減す
るとともに、撤退等のリスクが顕在
化した場合も、事業者変更等の事業
継続の仕組みを（実施協定上）設け
る予定であり、IR事業者の撤退等に
よる将来賃料の未収入が長期間続く
可能性は低いと想定

3

【実施協定】
・IR事業者の財務状況を定期的にモニタリ
ングすることにより、リスク発生の事前把
握と対策の検討を可能とする予定
・ステージに応じて、事業中止に伴うペナ
ルティを設定する予定
・撤退等のリスクが顕在化した場合は、株
式譲渡、親会社変更等による事業継続に向
けて取り組む予定

第5回
〈R1.11〉

(4)

高

・IR事業者が撤退等に至り、市が
建物等を収去しなければならなく
なった場合、夢洲土地造成事業の
収支への影響度は高いと想定

低

・IR事業の確実な実施をはかるため
の仕組みを整えることにより、事業
者撤退等の事業中止リスクを軽減す
るとともに、撤退等のリスクが顕在
化した場合も、事業者変更等の事業
継続の仕組みを（実施協定上）設け
る予定であり、さらには建物等の施
設は、民間側は売却等により投資・
債権回収を図ることから、IR事業者
の撤退等により、市が建物等を収去
しなければならなくなる可能性は低
いと想定

3

【土地契約】
・連帯保証人（親会社を指定。連帯保証人
を設定しない場合は賃料５年分相当の保証
金の納付）を設定する予定

【実施協定】
・IR事業者の財務状況を定期的にモニタリ
ングすることにより、リスク発生の事前把
握と対策の検討を可能とする予定
・ステージに応じて、事業中止に伴うペナ
ルティを設定する予定
・撤退等のリスクが顕在化した場合は、株
式譲渡、親会社変更等による事業継続に向
けて取り組む予定

賃料減収リスク IR事業の不採算や事業者の撤退により、賃貸料収入が減少するリスクが考えられる.

第3回
〈H31.2〉

(1)

賃料減額請求

賃料の不払い（滞納）

IR事業者の撤退等による将来賃
料の未収入

IR事業者の撤退等による建物等
の存置

2



令和3年12月8日時点
リスク
基準
(総合
評価)

対応策等 備考金額的影響度 発生確率番号 想定リスク

夢洲土地造成事業全体のリスク管理表 ：見直し前のリスク評価と対応策等
：見直し後のリスク評価と対応策等ゴシック体

（凡例）

・事業費管理の徹底
・夢洲（Ⅲ期含む）事業計画の見直し
・
・
（検討中）

第7回
〈R3.1〉

(9)

低

今後、整備内容が大きく変わるこ
とはなく、影響度は低い。

低

関係者との協議・調整は概ね完了し
ているため、整備内容が大きく変更
となる可能性は低い。 1

今後の関係者との協議・調整においては、
事業費が増嵩しないようコスト意識をもっ
て対応する。

第7回
〈R3.1〉

(10)

中

2025年万博開催までに完成させる
必要があり、工事進捗の遅れに対
応するため工事体制や施工時間帯
の変更等が生じた場合、影響度は
一定ある。

低

国等の関係機関と「夢洲における博
覧会関連事業の円滑な実施等に関す
る連絡会議」を設置し、情報共有や
工程調整を実施しているため、工程
が遅れる可能性は低い。

2

関係機関で設置した連絡会議に加え、不測
の事態に速やかに対応できるよう、施工業
者も含めたワーキングを設置し現場での工
程調整を実施する。

（
第
1
回
）

前
回 低

土砂を夢洲内で流用することで土
壌の浄化対策等が不要となるた
め、影響度は低い。 高

周辺インフラ整備実施に際して土壌
調査を実施した結果、土壌汚染対策
法の基準超過が確認されている。 3

土壌汚染対策法の区域指定の手続き等を行
い、発生した土砂を夢洲内で流用できるよ
うにする。

（
第
8
回
）

変
更 低

残土等を夢洲内で流用することで
土壌の浄化対策等が不要となるた
め、今後の影響度は低い 低

残土を夢洲内で流用できるようにし
たことから、今後の発生確率は低
い。 1

【軽減】
インフラ整備にかかる残土等は夢洲内で流
用

（
第
1
回
）

前
回 中

工法の変更等が生じた場合など、
影響度は一定ある。

低

大阪市で埋立を実施しており、埋立
の材料や履歴を把握しているため、
想定外の地中障害物等が発生する可
能性は低い。

2

地中埋設物など、不足の事態が発生した場
合は、コスト縮減を意識し、状況に応じた
対策を検討する。

（
第
8
回
）

変
更 低

地中障害物の撤去費用を想定済み
であるため、今後の影響度は低い

低

地中掘削を伴う工事は概ね着手済み
であるため、今後の発生確率は低い

1

【軽減】
今後も不足の事態が発生した場合は、コス
ト縮減を意識し、状況に応じた対策を検討

第7回
〈R3.1〉

(13)

低

インフラ整備の期間が2025年まで
の約5年間であり、物価上昇等が
発生した場合の影響度は低い。 中

近年の物価・人件費は上昇傾向であ
り、万博会場建設費で見込まれる程
度は発生する可能性がある。 2

引き続き、今後の市場動向を注視し、コス
ト縮減に努めること等で対応する。

周辺インフラ整備につ
いて、土壌汚染への対
応に伴う事業費増嵩リ
スク

周辺インフラ整備につ
いて、工事における地
中障害物等の発生に伴
う事業費増嵩リスク

第3回
〈H31.2〉

(2)

建設費について、物価や労務費等の上昇による増嵩リスクが考えられる建設費増嵩リスク

周辺インフラ整備について、社
会情勢の変化による想定以上の
物価・人件費高騰に伴う事業費
増嵩リスク

万博会場建設費・運営費

鉄道輸送力増強等

周辺インフラ整備

周辺インフラ整備について、交
通管理者等関係者との協議に伴
う事業費増嵩リスク

周辺インフラ整備について、工
事進捗の遅れに伴う事業費増嵩
リスク

第7回
〈R3.1〉

(11)

第7回
〈R3.1〉

(12)

今回見直し

今回見直し

夢洲土地造成事業の収支に関わるリスクではないため省略
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